
令 和 ９ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省住宅局住宅経済・法制課、大臣官房参事官（不動産情報）） 

項 目 名 新築マンションの価格高騰への対応に係る所要の措置 

税 目 ― 

要

望

の

内

容 

都心の大規模マンションを中心とした近年の新築マンション価格の高騰に対

応するため、実需に基づかない投機的取引を抑制するための方策について、必

要な検討を行い、所要の措置を講じる。 

 

 平年度の減収見込額 ―   百万円 

(制度自体の減収額) (  ―  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  ―  百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

都心の大規模マンションを中心とした近年の新築マンション価格の高騰につ

いては、実需に基づかない投機的取引が一因であるとの指摘があることを踏ま

え、必要な対応を検討し、所要の措置を講じる必要がある。 
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今

回

の

要

望

□

租

税

特

別

措

置

□

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系

に お け る

政策目的の

位 置 付 け 

 

○令和８年度税制改正大綱（令和７年 12 月自由民主党・日本維

新の会） 

 

第一 令和８年度税制改正の基本的考え方 

 ロ 不動産価格高騰への対応（新築マンションの短期売買） 

近年のマンション価格の高騰については、その一因とし

て、都心の大規模マンションを中心に、短期売買が増加傾向

にあることが挙げられる。実需に基づかない投機的取引は好

ましくないとの考えの下、民間部門でも対策が講じられ始め

ている。その結果も踏まえつつ、引き続き、所管省庁におい

てマンション取引の実態把握を継続し、本来あるべき不動産

取引への影響や、資産価値への影響など、様々な観点を考慮

しながら、税制上の措置も含め必要な措置を講ずる。 

 

政 策 の 

達成目標 
― 

租税特別措

置の適用又

は延長期間

 
― 
 
 

同上の期間

中 の 達 成

目 標

― 
 

政策目標の

達 成 状 況 
― 
 

有 

効 

性 
要 望 の 

措 置 の 

適用見込み

― 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性)

 
― 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
― 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
― 
 
 

上記の予算

上の措置等

と要望項目

と の 関 係

 
― 
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要望の措置 

の 妥 当 性 

 
― 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
 
― 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態

調 査 結 果

 
― 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として

の有効性) 

 
― 
 
 

前回要望時

の達成目標 

 
 
― 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
― 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
 
― 
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